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1. 研究目的 

 化学素材メーカー株式会社レゾナックにおいて、筆者が所属する設計開発部門は新製品創出の推進が

主たる業務である一方、人的リソースを投入しているにも関わらず「上市後技術サービスの負担が大き

い」との声が止まない状況にある。この状況を鑑みて、筆者は図１に示すような模式的構図により、新

製品創出サイクルが圧迫されていると考えた。 

図１. 上市後技術サービスの累積と新製品創出効率低下の模式的構図(出所：筆者作成) 
 
 図の左側に示す新製品創出サイクルのうち、あるテーマが完了すると新製品創出のための業務は完了

するが、上市された新製品は上市後技術サービスを伴う。これは顧客向けデータアップや、品質管理、

コスト低減や法令順守の回答書発行などのいわゆるメンテナンス業務である。開発活動が成功裡に進み、

継続的に新製品創出がなされると、上市後量産品のラインナップ拡張と共に、図の右側のように上市後

技術サービスは累積し、業務に占める技術サービスの割合増加により新製品創出のための業務を圧迫す

る。本研究では、両業務を並行し、新製品創出を継続するための組織変革検討を目的に、その準備とし

て設計開発部門が取るべきリソース配分の定式化を試みた。 
 

2. 先行研究 

 研究開発の組織構造については、組織能力・知識と製品開発の関係性を可視化する研究※１や、リーダ

ーシップや組織の文化を要因とした組織構造・能力の変化を推し量る研究※２はなされているものの、組

織の業務種別を起因とする開発能力の低下を捉えようとしたものは見受けられない。 
 本研究を通じて、特に化学素材メーカーの生産拠点に置かれる開発組織の、業務と開発効率のあるべ

き姿について考察する。 
 

3. 上市後技術サービスの累積と新製品創出効率の関係性 

 まず、筆者が担当である半導体後工程材料事業のデータを用いて、図１に示した模式的構図の妥当性

を確認した。図１の模式的構図によれば、上市後技術サービスの累積に応じて、新製品創出の効率は低

下していくと考えられる。 

 上市後技術サービスは多岐に渡るが、本研究ではその一つとして、環境規制や法令順守状況の回答書

作成業務を取り上げた。当該業務は環境規制や法令に関する業務であるため、新製品創出へのフィード

バックも想定し得るが、これらの規制動向の先取りに関しては、化学物質管理業務が別個に存在してお

り、本回答書作成業務は新製品創出に影響しにくく、メンテナンス業務の側面が強い。 

 また、これら規制の順守は、規制改定の経過も含め、新製品の設計段階で当然網羅されているものの、
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化学素材メーカーとしては SDS(Safety Data Sheet, 安全データシート)などでも詳細を営業秘密とす

る部分が多い。このため、顧客からの順守状況の確認依頼に対して、事前に準備されたデータシートで

の回答では不十分なケースが多く、都度の回答書作成業務が必要となっている。また、この確認依頼は

法令や規制の改定のみならず、顧客のエンドユーザー追加に伴う再調査や、顧客自身の内部ポリシーの

変更に伴う再調査、別部材での対応不備の横展開による再調査など、様々な事情で追加の再調査依頼を

受けるため、顧客数や製品数に応じた累積が捉えやすいと考えた。 

 新製品創出の効率は、年間の新製品量産移管の件数をその年の開発人員数で割ったものを用いて見積

りとした。年間の回答書作成件数を横軸に取り、縦軸に新製品創出の効率を取ったものが図２である。 

  

図２．新製品創出効率と回答書作成業務件数の関係性(出所：筆者作成) 

 

 図２にプロットした新製品創出効率と上市後技術サービスの関係性は１次関数で R2 = 0.60 と負の相

関を示しており、上市後技術サービスの対応件数増加に伴う、新製品創出効率の低下が示唆されたと考

えた。 

 

4. 上市後技術サービスと新製品創出を両立する組織構造へのアプローチ 

 次に、上市後技術サービスと新製品創出効率を並行する組織構造へのアプローチについて検討する。

本研究では、Safi Bahcall が提唱した、組織の目指す成果と組織設計を紐づけたイノベーション方程式
※３の導出プロセスに着目した。当該方程式の導出は、組織内の個人リソースを、プロジェクト価値向上

に割く時間割合と政治工作に割く時間割合に分け、それぞれの比率を x,y としてその和を１とするとい

う前提条件に基づく。それぞれのリソースによって得られる成果は、プロジェクトの成功報酬(すなわ

ちエクイティ)と政治利益(すなわち昇格・昇給)である。その上で、その組織が昇格という政治利益を目

指す集団ではなく、プロジェクトの価値向上や成功率を高めることに専念する、ルーンショット重視の

集団を目指すために、政治利益をゼロ化するという条件で式を導出している。 

 本研究では、上述の新製品創出と上市後技術サービスの並行を目的として、組織内の個人リソースを、

新製品創出に割く時間割合と上市後技術サービスに割く時間割合に分け、それぞれを x,y として同様に

その和を１とした。それぞれのリソースによって得られる成果は新製品売上と上市後量産品の売上とな

り、これらが積み上がった売上高の最大化が導出の条件になると考えた。 
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 (部門リソースの見積り) 

 この条件に基づき、部門ごとのリソース見積りを試算した。図３に典型的な事業所の組織図と各部門

の x/y の比率を例示する。 

 

図３．事業所組織と新製品創出(x)/上市後技術サービス(y)の時間割合の例(出所：筆者作成) 

 

 x, y は組織内の個人リソースの時間割合としたが、業務の内容は概ねその部門の分掌業務によって定

められるため、ここでは当該部門の個人リソースにおける x,y はその部門の x,y に準ずると考えた。 

 事業所組織のうち、製造部や品証部のように、上市後量産品に係る業務を主に担うとされる部門は、

オペレーション効率の追求が主眼となる傾向にあり、x/y の比率は固定的と考える。 

 一方で、開発部のように新製品創出を主に担うとされる部門は、その自由度から技術サービスの累積

の対象となりやすく、技術サービス累積による新製品創出効率低下は、y 比率増加・x 比率低下で示さ

れると考える。 

 事業所全体のそれぞれの業務リソースは、各部門人員数 Niと、その部門の xiまたは yi(i は部門を示

す)との積の総和になり、変動しうる開発部を i=3 として、新製品創出に割くリソースの総和 Rnewは、 

 

 Rnew = N3・x3 + Kx 

 (ここで Kx = ∑ ・
  ) 

 

と示され、上市後技術サービスに割くリソースの総和 Rexは、 

 

 Rex = N3 ・y3 + Ky 

 (ここで Ky = ∑ ・
  ) 

 

で示される。 
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 (売上の積上げ) 

 次に上市後量産品と新製品の売上高の積上げについて試算を行った。 

 図４は、ある年を初年とした売上高を基準に、２年目以降の新製品売上高の積上げと、上市後量産品

としての売上高の変動を加味した積上げ棒グラフである。 

図４．上市後製品、新製品の売上積上げのモデルイメージ(出所:筆者作成) 

 

 初年の売上を Pex1とすると、この売上は市場成長率に準じて増加し、経年に応じた製品価値低下に準

じて減少すると考える。この増加と減少のための係数ｒは、 

 

 ｒ = (１＋市場成長率) × (１ – 製品価値低下率) 

 

と示される。 

 ２年目の売上高は、この係数 rと Pex1の積に、その年に量産移管された新製品の売上 Pnew2が積み上が

った和となる。新製品も係数ｒの影響を受けるが、その影響は上市のタイミングによって累乗となって

現れると考える。例えば、Pnew2として 2 年目に積み上げられた新製品売上は、3 年目には r・Pnew2に、4

年目には r2・Pnew2となる。 

 経年に応じた新製品売上の積上げと、それらに係数ｒの効果を加味することで得られる、N 年時点で

の積上げ売上 PNは、 

 

 PN = rN-1・Pex1 + ∑   ・
  

 

で示される。 

 ここで、新製品売上はその前年の新製品創出リソースによって推進される 1次関数の関係にあるとし

て、比例定数を用いて、 

 

 Pnewk = a・Rnew(k-1) + b 

  

で示される。 

 また、係数ｒのうち製品価値低下率は上市後技術サービスによって緩和される反比例の関係にあると

して、定数βを用いて、 

 

 r = α × (1 – β / Rex) 

 (ここでα = １＋市場成長率) 

 

で示される。 

 これらの式により、積上げた N 年売上高を成果として、両業務のリソースを紐づけられると考える。 
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5. 積上げ売上と業務時間割合の関係性 

 上述の式を用いて、暫定条件での積上げ売上高の試算を行った(図５)。市場成長率を 5％、開発人員

数を 50 名、それ以外の部門の人員数を 20 名、開発以外の部門の x比率を 0.1、a=1、b=0、β=1 とした

条件下にて、開発部門の新製品創出に割くリソース割合 X3を変更し、5年後の売上高を算出してプロッ

トしたものである。試算された 5年後売上高は、X3=0 から比率を高めるにつれて増加し、X3=0.7 付近で

極大化し、さらに X3=1 に近づくにつれて減少した。 

 組織の持つ開発効率や市場の条件に応じて積上げ売上高が極大点を持つことから、開発部門が取るべ

き好適なリソース比率の重みが定量的に示しうることが示唆されたと考える。 

  

図５．暫定条件での 5年後積上げ売上と X3比率の相関性(出所：筆者作成) 

 

6. まとめと今後の検討予定 

 これまでの検討で、回答書作成業務件数を上市後技術サービスの一例として取り上げ、新製品創出効

率への上市後技術サービスの影響を見積もった。 

 その関係性から上市後技術サービスによる新製品創出効率低下が示唆された。さらに、上市後製品と

新製品の積上げ売上高と、事業所リソースとの関係モデルから、積上げ売上高の最大化には、事業所開

発部門が取るべき好適なリソース配分があることを示した。 

 今回検討した積上げ売上高のモデルを、筆者が担当する事業の過去の売上、人員リソースデータを用

いたフィッティングにより、当該組織の効率を示す a値、β値、X3値の試算を行う。これにより当該組

織の現在の状況を試算する。 

 さらに、好適なリソース配分に向けた組織の改善策についても、検討を行う。 
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